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国際航空貨客流動の地域パターンと

アジアにおけるハブ空港立地選定の一考察

松本秀暢1

I経修神戸商船大学助手 輸送情報システム工学講座(〒658-0022神戸市東灘区深江南町5-1-1)

本稿では、急速に増大する航空需要と世界的に進展する航空規制緩和を背景として、アジア(東・東南
アジア)地域における将来のハブ(拠点)空港にどの都市の空港が選定されるかを検討した。
ここではハブ空港の選定は航空企業の戦略であるという認織に立ち、累積WLUキロという指標から
アジアの誇空港を評価した結果、アジア地域内のハプ空港としては香港・タイペィ・7 ニラが、ヨーロツ
パ側のゲートウェイ空港としては北京・上海・ソウルが、アメリカ償IJのゲートウzイ空港としては東京・
大阪・ソウルが有利であるという結論を得た。また全ての国際航空貨客流動を考慮した場合には香港・タ
イペイ・上海が適当であったが、航空技術の進歩次第でソウル・北京・大阪・東京もハプ空港になりうる可
能性のあることが判明した。
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1 .はじめに

国際航空輸送は多数国間航空協定と 2国間航空

協定によって、多くの場合その市場秩序が規定され

ている。運賃や便数、乗入れ地点や企業数、さらに

は以遠権等の決定に関しては後者によって従来は

取り決められてきた。しかし次第に国際航空輸送の

分野でも規制緩和が進展しつつあり、現在は自由化

協定に積極的な国左経済的規制を反映した 2国間

協定に固執する国が混在する過渡期であるといえ

よう。オープンスカイ政策が世界的な潮流となりつ

つある中で、世界の幾つかの都市では将来の国際ハ

ブ空港を誘致すべく大規模空港の建設や既存空港

の拡張が進められており、この動きは特にアジア地

域において顕著にみられる。元来、ハブ・アンド・ス

ポーク・システム(HASS)は航空企業の経営上の戦

略であり、空港を設置したからといって自然に形成

されるものではない。またアジア地域においては相

対的に航空自由化が進んでおらず航空企業が自由

にHASSを構築できるわけではない。

本稿ではこのような背景をふまえて、アジア(東・

東南アジア)地域における将来の国際ハブ空港にど

の都市の空港が選定されるかを検討する。しかし将

来的にはこの地域も国際航空規制緩和の影響を受

けると予想されるものの、現時点では他地域と単純

に比較できない。そこで以下の 2点の分析を本稿の

目的とする。

1) 1993年度における国際航空貨客流動の地域パ

ターンとその決定要因を明らかにする。

2)現在(1993年)と将来(2010年)の2時点につい

てアジアにおけるハプ空港立地選定の考察を

行う。

航空需要は派生需要であり、また地域によっても

異なった様々な要因に影響を受ける。以下では2国

間航空協定が支配的な 1993年度における各地域の

国際航空貨客流動パターンについて重力モデ、ルの

適用性を検証するとともに、同モデ‘ルを援用して国

際航空規制緩和が進行すると予想される 2010年度

の国際航空貨客流動予測を行い、両時点におけるア

ジア 12都市の空港評価を試みる。その中で本稿で

扱うハプ空港の定義と、アメリカにおいて圏内航空

規制緩和が行われた結果、航空企業が採用した経営
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戦略の lつである HASSの形成原理についても検

討する。

2.国際航空貨客涜動の地域パターンとその決定

要因

( 1 )アジア、ヨーロッパ、アメリカ各地織肉及ぴ

各地媛聞における航空ネットワークの精進

図・1、図・2、図・3、図・4は各々アジア地域内、ヨー

ロッパ地械内、アメリカ地桜内、アジア・ヨーロッ

パ・アメリカ地域開の 1993年度における国際航空

貨客流動の構図を表している。ここでは各都市聞の

国際航空貨客流動量を表す単位としてワーク・ロー

トユニット(WLU)を用いるが、WLUは国際的都市

聞の国際航空旅客及び貨物の流動量を結合した交

通単位であり 1WLUは1人の乗客または 100キロ

グヲムの取扱い貨物量に等しい 1)。

アジア地域においては東京が 34百万 WLU(国際

旅客:20百万人、国際貨物:140万トン)で国際航空

貨物取扱量は世界 1である。そして香港が 36百万

WLU(同:25百万人、同:110万トン)、シンガポ

ールが 27百万WLU(同:19百万人、同:80万トン)

であり、この地域は東京・香港・シンガポールを中心

に国際航空貨客が発生・吸収しているといえる。こ

れに続いてソウル(18百万 WLU)、バンコク(18百

万WLU)、タイペイ(16百万WLU)が多く第2階層

を構成している。都市間航空貨客流動量については

東京・香港聞が世界でも3番目に多く 320万 WLU

であり、続いて東京.ソウル問、東京・シンガポール

問、香港，タイペイ問、香港.バンコク問、シンガポ

ール・クアラルンプール聞が 200万 WLUから 300

万WLUの聞となっている。この他 100万WLUか

ら200万WLUまでには9都市ベアもあり、他地域

と比較してアジア地域は域内各都市問相互の国際

航空貨客流動は非常に活発であるといえる。

ヨーロッパ地域においては国際航空貨客流動の

拠点はロンドン・パリ・フランクフルト・アムステル

ダムの4都市であるといえるだろう。特にロンドン

は国際旅客取級量が世界で1番多く(63百万人)、国

際貨物取扱量はヨーロッパにおいてはフランクフ

ルトとほぼ閉じ(110万トン)で両者を合わせると約

74百万WLUと世界において第1位である。次いで

パリが 42百万WLU(同:33百万人、同:90万トン)、

フランクフルトが 36百万WLU(同:25百万人、同:

110万トン)、アムステルダムが 28百万WLU(同.

20百万人、同:80万トン)と続く。その下位階層に

はチューリッヒ(15百万 WLU)、プリュッセル(13

百万WLU)、マンチェスター(12百万WLU)、ロー

マ(10百万 WLU)、コベンハーゲン(10百万 WLU)

が存在する。都市間航空貨客流動においてもやはり

ロンドンを中心として構成されており、特にロンド

ンーパリ聞は双方向で350万WLUと世界1である。

ロンドン.フランクフルト問、ロンドン・アムステル

ダム問、ロンドン・プリュッセル問、ロンドン・ダプ

リン間が 100万WLUから 200万WLUで次に多い。

またパリ.フランクフルトアムステルダム相互の航

空貨客流動は各々100万WLU以下であり、これは

高速鉄道と競合している影響であろう。

アメリカ地域においてはニューヨークが都市階

層の最上位にヲンクされているといえる。国際航空

旅客取扱量は20百万人、国際航空貨物取扱量は100

万トンで合計 30百万 WLUであり、続いてマイア

ミ(22百万 WLU)、ロサンゼルス(17百万 WLU)、

トロント(11百万 WLU)が多くなっている。国際航

空貨客流動については目立って流動量の多い都市

間ペアは存在せず、最も多いものでもシカゴ.トロ

ント聞の 95万WLUぐらいである。

最後にアジア・ヨーロッパ・アメリカ地域相互の

国際航空貨客流動を概観する。今までにみてきたよ

うにアジアにおいては東京、ヨーロッパにおいては

ロンドン、アメリカにおいてはニューヨークが最上

位の階層に属し、この3都市が国際航空貨客流動の

面からみても世界の 3極を構成しているといえる

だろう。特にロンドン・ニューヨーク関の流動規模

は 340万 WLUでロンドン.パリ間に次いで多い。

東京・ニューヨーク問、東京・ロンドン聞の流動規模

は各々190万 WLU、130万 WLUであり、この他

にも東京・ホノルル問(210万WLU)、東京・ロサンゼ

ルス間(190万WLU)、ニューヨーク.パリ間(170万

WLU)、東京.サンフランシスコ間(160万 WLU)、

ブランクフルト・ニューヨーク問(160万 WLU)、ロ

ンドン・ロサンゼルス問(140万WLU)、東京・シカゴ

問(130万 WLU)、ロサンゼルス・ソウル間(110万

WLU)が多くなっている。
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図ー1 アジア地域におけるネットワークの構造
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園-2ヨーロッパ地域におけるネットワークの構造
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(2)国際航空貨客斑動の分析モデル

航空旅客・貨物流動の空間的秩序や法則性を追求

しそのモデル化を図る研究は航空地理学の分野に

おいて主に行われている。その確立期にはTaaffe2) 

が地域や都市の結びつきや階層等の空間組織

(Spatial organization)の概念を用いて、アメリカに

おける都市聞旅客数に対する重カモデルの適用を

試みた。その後ネットワ}クのフロー分析に計量的

手法が導入され、当初は人口と距離を変数とした単

純な重カモデルでの旅客数の推定が主であったが

3) 4)やがてモデルの適合度を高めるためにこれら

以外の変数も考慮されるようになった。説明変数と

して人口と距離に加え所得や教育、企業の規模、サ

ーピス産業の集積度、立地や気候等の各都市に特有

な指標をダミー変数として取り込んだ修正重カモ

デル5) 6)へと発展した。また供給側の要因である

運賃や時間、運航回数も加味した重回帰分析7)や、

ビジネス旅客・観光旅客・航空貨物のパターン別に

異なった重カモデルを設定した研究8)もある。

ここでは分析対象が広範囲にわたるため、国際航

空貨客流動の分析モデルは次のように定式化する。

各記号は

Tij 都市り聞の 1993年度国際航空貨客流動量

(WLU) 

Gi 都市iの属する国の1993年度1人当たりの

実質GDP(USト.JV) 

表-1 各パターンへのダミー変数の導入

Dl D2 
アジア地域内 東京 香港

ヨーロッパ地域内 ロンドン パリ

Gj 都市jの属する国の 1993年度1人当たりの

実質GDP(USドル)

PI 都市iの 1993年度都市圏人口(千人)

Pj 都市jの1993年度都市圏人口(千人)

R司 :都市羽聞の距麟(km)

A，α，s，γ，8， E ， c ，η， 9 J t ， K. ，λ，μ，V， c， 0:係数

D ダミー変数 を各々表す。

モデルの設定はアジア地域内、ヨーロッパ地域内、

アメリカ地機内、アジア・ヨーロッパ・アメリカ地域

間の4パターンに分けて行い、そして上記のように

1993年度の主要各都市間(アジア地核:19都市、ヨ

ーロツパ地域:24都市、アメリカ地核:14都市)

の国際航空貨客流動量を被説明変数とし、各都市の

実質GDP、人口、各都市間距離を説明変数とする。

そして各パターン別にダミー変数を表・1のように

導入し該当する場合にはe、それ以外は1を代入す

ることとする。ただし、斜体で示されているN.Y.、

L.A.、 シカゴ、トロント、メキシコシティーとオ

セアエア(シドヱ一、メルボルン、プリスペーン、

オークランド、ワェリントン、クライストチャーチ)、

北欧(コベンハーゲン、オスロ、ストックホルム、

ヘルシンキ)へのダミー変数の導入は国際航空貨客

流動の起終点のいずれもがこれらの都市のどれか

に該当する場合であり、それ以外は国際航空貨客流

動の起終点、のいずれかがこれらの都市に該当する

場合を表す。またモデル作成にあたってのデータの

出典は表-2のとおりである。

1993年度の都市圏人口については、各国の人口

調査年が異なるため World Urbanization 

Prospec凶(U.N.)に掲載されている 2000年の予測人

D3 D4 D5 
シンガポ}ル バンコク ぇナすアニア

ブフンクフノレト アムステルダム :ft Rt 
アメリカ地域内 N. Y. L.A.シ7Jゴ. -ーーーーー

一一一一一一一
外ロン外メキシコシティ ト一一一一一

トー一一
アジア・ヨーロツノ

-アメリカ地域間 東京 ロンドン N.Y. L.A. ノfリ

De D7 Ds D9 D10 Dll Dl2 

アジア・ヨーロッパ

-アメリカ地域間 フランクフ/レト シカゴ S.F. 香港 アムステルダム パンコク シンガポール
L一一一一一一一一一一
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1坐包旦笠i

口を噌加率で割り号Iv、た数字を用いた。また都市人

口を国際的に比較することは“都市"の概念が各国

で異なるために注意を要する。ここでの都市人口の

基本的な考え方は、固有市域(Cityproper :法的に

一定の境界があり通常ある種の地方政府で行政的

に承認された都市的性格をもっ地域)のほかに、都

市およびそれに隣接した周辺地域(Urban

agglomeration 固有市域の都市境界線の外側に隣

接する人口密集地域)に住んでいる人口であるが、

ただしソウル、バンコク、クアラルンプール、シン

ガポールについては固有市域(Cityproper)の人口

を資料の関係上利用した。

(3) モデルの検粧結果

上記のモデルを対数変換し多重回帰を行った結

果、推定されたパラメーター値は表・3のとおりで

あった。

表-3 回帰係数表

アジア地域については説明変数はいずれも有意

でR2も84%であり、このそデルはアジア地域内の

国際航空貨客流動パターンをかなりの程度説明で

きると考えられる。一方、ヨーロッパ地域について

はR2は85%ではあるが、説明変数のうち GDPは

符号条件に合わず人口も有意と認められていない。

GDPの符号条件が満たされない原因の一部はバカ

ンス時における人の移動であろう。所得水準の高い

北ヨーロッパから相対的に所得水準の低い南ヨー

ロッパへの人々の大移動がこのモデルでは説明で

きないと考えられる。またヨーロッパ地域のように

全体的に所得水準がある閥値を超えて高くなり、各

都市間の GDP格差が小さい場合には GDPが説明

要因とはなりにくいと考えられる。そして他地域と

比較してボーダーレス化が進んでおり国籍に束縛

されない企業立地や国際機関の集積の故に回遊旅

客も多く都市人口でも説明するのが難しいのであ

ろう。またアメリカ地域内の国際航空貨客流動につ

いては GDPと距離が 5%水準で有意ではあるもの

の人口は有意ではなく R2も69%で相対的に低い。

このモデルではアメリカ地域内の国際航空貨客流

動パターンをあまり説明できないといえる。図・3

からも分かるようにこの地域内の国際航空貨客流

動量は相対的に少なく、特に南北アメリカ都市問相

互の貨客流動は絶対的に少ない。南アメリカについ

アジア地域内

定数項 GDP 人口 距離 Dl 
UIAαβγs  

8.43 0.35 0.30 0.98 0.61 

D2 Da D4 Ds 

E 1:: n o 
1.06 1.09 0.91 0.85 

Da 

(4.03*η(6.29*勺(4.31*η (9.04*竹(2.36勺 (5.28*η(5.68**)(4.57**) (2.52竹

ヨーロッパ地域内 16.3 一0.11 0.08 0.54 1. 73 1.00 0.81 0.74 1.18 

{1.04) (1.57) (6.67村、(12.00**)(6.47**) (5.76**) (5.51**) (4.86**) 

0.36 0.35 0.52 0.70 

(2.42*) (1.83) (2.12勺(1.74)

0.13 0.22 1.24 0.74 1.37 1.10 0.95 0.75 1.28 

(1.95) (2.98*勺(6.00帥)(3.05**)σ.52**) (5.04**) (4.44**) (3.71 *勺σ.55**)

~ 
アメリカ地域内 3.12 

但&Ql
アジア・ヨーロッパ・ 16.2 

アメリカ地域間 (5.81*勺

D7 
κ 

アジア地域内

ヨーロッパ地域内

アメリカ

アジア・ヨーロッパ 0.97 

-アiJ1カ地織固 (3.81 **) 

Ds 

λ 

D9 Dll D10 

v 

D12自由度修正済決定係数観測数
。

1.08 1.39 0.73 0.82 1.02 0.71 215 

0.84 96 

0.85 202 

0.69 23 

(4.45*η(4.97*勺 (3.60*勺 (3.52*内 (4.23**)

)内はパラメーター推定値の t値。 H は1%、勺土5%水準で有意を表す

ワ
μ



ては歴史的経緯から旧宗主国であるスペインやポ

ルトガノレとの流動が活発であり、このような社会的

要因が原因でそデルの適合度が悪いのであろう。最

後にアジア・ヨーロッパ・アメリカ地減聞について

はGDPのt値が低いことを除けば (10%水準で有

意)、このモデルで大体説明できるだろう。 GDP

のt値が低い原固として考えられることは、地域開

の国際航空貨客流動は先進国の国際都市相E聞の

ものの割合が大きく、ヨーロッパ地域内と同様に各

都市聞の GDP絡差が小さい故に説明カが弱いので

あろう。

さらに移動抵抗を示すパラメーターである γに

ついて考察を加えておく。海で隔てられたアジア・

ヨーロッパ・アメリカ地域問(γ=1.24)とアジア地域

内(γ=0.98)は、大部分が大陸続きのヨーロッパ地域

内(γ=0.54)と比較してγ値が大きく、つまり移動抵

抗が強いといえる。

最後に各ダミ}変数の含意について考察すると

アジア地域内において、シンガポールあるいは香港

発着の実際の国際航空貨客流動量は重カモデノレで

推定される期待流動量の約3倍(e1.09とe1.06)であ

り、同僚のことがバンコク・東京については約2倍

(e 0.91とe0.61)であるといえる。またヨーロッパ地

域内においてはロンドンの優位性が際立だってお

りロンドン発着というこ左で約61著作 1.73)、パリで

約3倍(e 1.00)、フランクフルト・アムステルダムに

ついては約2倍(e0.81とe0.74)の国際航空貨客流動

量が重カモデルで説明される以上に発生している。

さらにアジア・ヨーロッパ・アメリカ地域間の国際

航空貨客流動についてもロンドンの中心性が反映

されているといえるだろう。そしてオセアニア(約

2f膏)や北欧(約3傍)などの地域的、歴史的に深い関

係のある都市問でも重カモデルで説明される以上

に貨客流動が発生している。以上についてまとめる

と表・4のようになる。

表-4

3.ハフ・アンド・スポーク・システム(HASS)とハ

ブ空港

( 1 )航空規制緩和とハブ・アンド・スポーク・シス

テム(HASS)の形成原理

アメリカ園内航空に端を発した規制緩和は国際

航空輸送の分野にも進展しつつある。輸送力や運賃

などに対する経済的規制を排除あるいは緩和した

2国間協定を自由化に積徳的な園、例えばオランダ

やベルギーと結ぶことでアメリカは新秩序作りを

展開している。 EU域内においても幾つかの段階を

経て輸送カ・市場参入については規制撤廃、運賃に

ついては二重不承認主義(DoubleDisapproval)方式

による自由設定が導入され、 1997年4月よりカポ

タージュ運航も認められている。アジアにおいては

相対的に航空自由化ほ進んでいない。しかしアメリ

カからの外圧によってニュージーランドが将来的

なオープンスカイ政策の導入で原則合意、緯国・台

湾・シンガポール等どは航空自由化協定の締結の準

備に入っている。このようにアメリカは、開放に遅

れを取れば輸送拠点の地位を他国に奪われる可能

性を示しながら航空市場の開放に消極的な日本と

中国を始めアジア各国に“囚人のジレンマ"をもた

らし、閉じ手法でオランダを手始めにスイス・ベル

ギー・ドイツ等にオープンスカイ協定を拡大したヨ

ーロッパ同様にアジアにおいても自由化競争を促

進する戦略である。

次に航空規制緩和が行われた結果、航空企業がr
ういう緩営戦略を採用したかについて、アメリカ圏

内航空規制緩和の帰結を簡単に概略する。 1978年

に航空会社規制緩和法が成立したことで路線参入

の自由化、運航資格制限の撤廃、運賃の自由化が段

階的に図られ、その結果新規事業者の航空市場への

参入と既存事業者の新規路線への進出、運賃の大幅

な低下と多様化が起こり航空企業問の競争が激化

した。その後航空企業聞の吸収合併が進み、アメリ

2.9) ノ司ンコク (2.5 

ヨーロッパ地域内

アジア・ヨーロツノ

アメリカ地域医

フランクフルト (2.2)

香港 (4.0) ロンドン (3.9) フランクフルト (3.6) N. Y. (3.0) S. F. (3.0) 

シンガポール (2.8) シカゴ (2.6) L.A. (2.6) バンコク (2.3) パリ (2.1) 東京(2.1)
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カ航空市場は6......7社の寡占状態に移行した。そし

てハプ・アンド・スポーク・システムσIAS旬、コンビ

ューター予約システム(CRS)、常連顧客優待制度

(FFP)によって航空規制緩和の理論的支柱である航

空市場の競合可能性(Contestability)理論の妥当性

に疑問が投げかけられた到。

ここでは規制緩和後に航空企業が積樋的に採用

したHASSとその形成原理に焦点をあてる。 HASS

とは拠点空港を車輪の軸(ハプ)と見立てそこから周

辺都市へ放射状に航空路線(スポーク)を展開する輸

送形態のことをいう。このシステム導入の目的は生

産体制の合理化及び効率化であり、それによって航

空企業側には稼働率の向上、単位原価の低下そして

競争力の確保が可能となり、需要侭lには運賃の低下

や路線数・便数の飛躍的増加がもたらされた。

HASSには具体的に以下のような経済的優位性

が挙げられる。まずHASSによってハプとなる空港

に旅客を一度集中させて各路線の輸送量を多くし、

それによって規模の経済(Economiesof scale)が発

揮されて単位当たりのコストが低下する。そして航

空輸送産業には近距離輸送には小型機が適してお

り遠距離になるほど大型機が効率的になるという

機体規模と距離の経済(Economiesof aircraft size 

and distance ) 10)が存在し、需要状況に応じたプロ

ダクト・ミックスが可能となる。また航空サービス

を提供している路線が別個の市場と考えれば、複数

のサーピスを生産していることであり範囲の経済

(Economies of scope)11)が享受できる。その上HASS

によってネットワークの拡大と同時に需要増加が

達成されればネットワークの外部性(Network

externalities) 12) [あるいはネットワークの経済

(Economies of network)]、そして密度の経済

(Economies of density)13)が存在することにもなる。

以上がHASSの形成原理であるが、このシステムは

同時に新規参入者に対して障壁としても機能して

いる。

(2)ハブ空港の定穫

ここでは本稿で対象とする「ハプ空港」を特定す

る。 rハプ空港jは現在多様な意味で用いられてお
り、厳密な定義や分類があるわけではないが、高橋

14)、屋井 ld)、榊原他 16)等を参考に本稿で扱う「ハ

ブ空港j を定義する。
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以下の分析で念頭に置くのは「航空企業が国境に

とらわれずに HASSを構築できる場合のエアライ

ン・ハプ(必rlinehub)Jである。 2国間航空協定に

よって乗入れ地点や企業数、便数、路線設定等が取

り決められる国際航空輸送体制が主流の現在では、

国境を越えた HASSの構築、つまりエアライン・ハ

プの存在は困難である。しかし首都圏の空港容量が

逼迫している日本やイギリスにおいては、多くの地

方都市と各々大韓航空と KLMのフィーダー路線で

結ぼれたソウル、アムスデルダムに旅客が流れてお

り、空港制約という消緩的動機からとはいえ国境を

越えたエアライン・ハプが現況でも存在していると

いえるだろう。またEU域内においては、フィンエ

アーによるストックホルムでのHASSの情築が、イ

ベリア航空はアムステルダムに第2のハプ拠点の

展開を試み、また SASやKLM等も国外拠点を求め

るといった動向も散見される。 EU域内ではまた高

速鉄道網を空港と直結させて HASSのスポークと

して機能させる空港のハプ化戦略も進められてい

る。アジアにおいても航空自由化に積極的なシンガ

ポールはカンタス航空に自国でのハプ構築を容認

しているという事例がある。国際的に航空規制緩和

が進展すればますますこのような動きは活発にな

るだろう。

4.アジアにおけるエアライン・ハブ立地温定の

考察

国境を越えたエアライン・ハプの構築は規制緩和

が進行するに従い徐々に起こってきているが、エア

ライン・ハプの立地選定に関する先行研究は極めて

少ない。アメリカ圏内に関するものとしては

Huston and Butler17)が人口、所得、都市特性や気

候条件等を説明変数としたモデルを用いて、各空港

がエアライン・ハプに選定される確率を極めて正確

に予測している。また Schwieterman10)は標準大都

市統計図(SMSA)をベースに、直行便サーピスを享

受できる確率を非説明変数とし市場規模や飛行距

離、ハプへの近接性等を説明変数とした多重回帰を

行っている。その中で規制緩和期における SMSA

聞の直行便サーピスに対する格差は SMSA人口よ

りも航空企業による HASS採用による影響が大き



いと結論づけている。ヨーロッパ地域における最近

の研究としては Berechmanand de Witl8)の研究が

大変興味深い。彼らは利潤最大化行動をとる仮想企

業を想定して Networksimulation modelを援用し、

EUに航空規制緩和が進行しHASSを構築する場合、

対象として取り上げた 5空港(スキポール、プリュ

ッセル、シヤルル・ド・ゴール、フランクフルト、ヒー

スロー)のうちどの空港がこの航空企業によって第

2のハプに選定されるかを予測している。結果はヒ

ースロー、プリュッセル、スキポ}ルの順に有利で

あるとし、また着陸料を変化させた政策テストも行

い、場合によってはスキポールも選定される可能性

があることを示している。アジア地岐においては

Schwieterman 19)の研究が挙げられる。彼はアジア

地域における Expressair cargoの配送拠点として

の空港評価を空港容量、立地点、市場規模、Terminal

service、政府の政策的対応の5基準から行なってい

る。そこではアジアの8空港を主に累積飛行距離や

燃料費の節約率、累積トンキロ等の指標で評価し、

香港・マニラ・シンセン・シンガポ}ル・タイペイの

5都市が Expressair cargoのハプ拠点として有利

であると結論づけている。

(1)空港評価の基準と方法

ここでは Schwietermanl9)の分析を拡張し、国際

航空旅客・貨物のハプ空港としてどの都市の空港が

最適かを分析する。彼の分析では現在のアジア地繊

細互の Expressair cargoのみが分析対象であるた

め、広い意味でのハプ空港立地選定に対して示唆を

与えるものではない。従って他地域との国際航空貨

客流動をも考慮した、しかも将来の航空需要増加を

反映させる分析が必要であると考える。

空港評価の基準として、ハプ空港の選定は航空企

業の戦略の 1つであるという認識に立ち、累積

WLUキロという指標を用いる。ここでは累積WLU

キロを次ぎのように定義する。

N={1，2.…H.・.n-1.n}のn個の都市を考え、その

うちH都市がハブ空港に選定されるとすると、

累積WLUキロ=

土帆山

ここでW回は2都市iH聞の WLUを表し DiHは2

都市 iH聞の距離を表す。よって上式右辺の第1項

はハプ空港と他都市聞の累積WLUキロを表し、第

2項はハプ空港ではない都市聞の貨客をハプ空港

(H)経由で輸送した場合の累積 WLUキロを意味す

る。

つまり n個の空港各々をハプ空港と見立て、 f也空

港へはスポーク状に路線を展開した場合の路線距

雌の合計を累積距離とすると、累積WLUキロとは

累積距離にTerminaldemandの大きさを加味した

指標であり、他空港相互間の国際航空貨客流動は一

度そのハプ空港を経由させてから本来の目的地に

輸送し、その場合の全ての都市間流動量仰LU)にそ
の輸送距離を掛けたものの合計を意味する。累積

WLUキロはその値が小さいほど航空企業にとって

無駄な貨客の移動をする必要がなくその空港は相

対的に魅力的であるといえ、この指標は各都市の地

理的優位性と Terminaldemandの大きさを反映し

ているといえる。 Terminaldemandの大きな空港

にハプ機能を備えたほうがTerminalcost(旅客の乗

換え、貨物の積替えにかかる時間的・金銭的費用)が

少なくてすみ、航空企業にとってもまた利用者にと

っても魅力的であるだろう。

ただあらゆる都市間金ての国際航空貨客フロー

を1つの空港に 1度集中させそして本来の目的地

に輸送するという前提は非現実的であるが、ここで

得られる結論は将来のアジア地域におけるハプ空

港立地を検討する上で lつの示唆を与えるものと

考える。

分析対象としてアジア地場の主要空港である東

京・大阪・ソワル・北京・上海・タイペイ・香港・マニ

ラ・バンコク・クアラルンプール・シンガポール・ジ

ャカルタの 12空港を取り上げる。分析方法として

は 1993年とアジア・太平洋地域内および同地域と

他地域を往来する国際線旅客数が全世界の旅客数

の半数以上を占めると予測されている 2010年の2

時点について行い、また(a)アジア地域内の国際航空

貨客流動のみを考慮した場合の空港評価、(b)アジ

ア・ヨーロッパ地核開の国際航空貨客流動のみを考

慮した場合の空港評価、 (c)アジア・アメリカ地域開

の国際航空貨客流動のみを考慮した場合の空港評

価、(d)アジア・ヨーロツパ地域開とアジア・アメリカ

地域間の国際航空貨客流動を考慮した場合の空港
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評価、 (e)アジア地域内、アジア・ヨーロッパ地域問、

アジア・アメリカ地域聞の全ての国際航空貨客流動

を考慮した場合の空港評価の 5パターンに分けて

行う。

さらに将来において技術革新が起こった結果、都

市聞の移動抵抗が小さくなる場合の影響もあわせ

て考察する。ここでは移動抵抗が完全になくなった

場合(γ=0)を取り上げるが、この仮定は極端である

とはいえ技術進歩がハプ空港立地選定に対してr
のような影響を与えるかを示していると考える。以

下では 2010年度の主要各都市開の国際航空貨客流

動量を予測する。

(2) 2010年度の国際航空貨客流動予測

航空需要予測は主に重役の判断や市場調査から

なる定性分析、輸送量に影響を与える唯一の独立変

数は時間のみとし時間の経過とともに愉送量が変

化すると考えて過去にみられる傾向をそのまま将

来に投影する時系列分析、そして料金・所得等を独

立変数とした回帰モデルや人口と距離を主な変数

とする重カモデル等からなる因果モデルの3つに

分類される 20)。

本来は、各路線ないし一定の地理的範囲について、

旅客と貨物の輸送量を予測すべきであり、また旅客

はさらに旅行目的(観光・ピジネス)あるいはサービ

ス内容によって幾つかのセグメントに分類できる。

各市場セグメントご左に需要の価格弾力性や所得

弾力性も異なるであろうし、航空ネットワークの変

化に伴う需要変動もあるであろう。

ここでは、これまで航空サービスがなく過去の輸

送量データが全く存在しない路線もあり、また予測

が広範囲にわたるため、重カモデルを用いることに

する。予測する都市聞はアジア主要 12都市(東京・

大阪・ソウル・北京・上海・タイペイ・香港・マニラ・バ

ンコク・クアラルンプール・シンガポール・ジャカル

タ)相互間とこれら 12都市と比較的大きな国際航空

貨客流動量のあるヨーロッパ8都市(ロンドン・パ

リ・フランクフノレト・アムステノレダム・ローマ・ミラ

ノ・マドリード・チューリッヒ)およびアメリカ 4都

市(ニューヨーク・ロサンゼ/レス・シカゴ・サンフラ

ンシスコ)である。その際、 2(2) (3)における、

アジア地域内とアジア・ヨーロッパ・アメリカ地域

聞のそデルとそのパラメーター推定値を用いるこ

とになる。

次に予測の前提として、都市圏人口については

World Urbanization Prospects(U.N.)の2010年予

測人口を、 1人当たりの実質 GDPの成長率に関し

ては三菱総合研究所(1995)刊の予測前提を利用する。

そこでは“国民1人当たりの実質 GDPは各国の産

業の成熟度等に伴い成長していくが、ある程度の成

長を達成するとその後成長率は低下すると想定さ

れる。将来予測では各国の国民 1人当たりの実質

GDPの年平均成長率と実質GDPの過去の実績を分

析し両者の関係を決定する"とし表聞5のような実

質GDPの予想成長率となっている。

表-5 実質GDPの予想成長率

~15000 ~30000 ~40000 ~50000 

3.0 2.5 1.5 1.0 

以上の予測前提をふまえて、アジア地域内(東京・

大阪・ソウル・北京・上海・タイペイ・香港・マニラ・バ

ンコク・クアラルンプール・シンガポール・ジャカル

タのアジア主要 12都市相互間)とアジア・ヨーロツ

パ地域間(上記アジア主要 12都市とロンドン・パリ・

フランクフルト・アムステ/レダム・ローマ・ミラノ・

マドリード・チューリッヒの8都市相互間)、および

アジア・アメリカ地域間(上記アジア主要 12都市と

ニューヨーク・ロサンゼノレス・シカゴ・サンフランシ

スコの4都市相互間)の2010年度における国際航空

貨客流動量を予測する。

まず図・5はアジア地域内、アジア・ヨーロッパ地

域問、アジア・アメリカ地域間の総計での需要予測

を示している。図・5からも明らかなように、今後

アジア地域内相互の国際航空貨客流動量は急速に

伸びるものと思われる。ただし、 2010年度の需要

予測には世界的に航空規制緩和が進行し自由に航

空路線が開設され、また空港容量にも制約がないと

いう前提のもとでの予測であり、したがって現在路

線が開設されていない都市開の流動量も含まれて

いる。

次に図・6は 1993年度におけるアジア主要 12都

市の方向別需要実績を、図・7は2010年度における

アジア主要 12都市の方向別需要予測を表している。
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図・6と図・7からもアジア諸都市相互間の急激な需 (b)アジア・ヨーロッパ地域間の国際航空貨客流動

要婚加がうかがえるが、これらの図からはまたアジ のみを考慮した場合の空港評価

ア主要 12都市がどの方向の国際航空貨客流動の拠

点に特化しているかがわかる。つまり 1993年時点、

では、アジア地域内の流動の拠点としては香港・東

京・シンガポールが、ヨーロッパ地域への流動の拠

点としては東京・香港・バンコク・シンガポールが、

アメリカ地域への流動の拠点としては東京・ソウル

が機能しているということができこの傾向は 2010

年時点においても変わらない。これらの現状をふま

えて次では累積WLUキロという指標からアジア主

要 12都市の空港評価を行う。

(3)アジア 12都市の空港評価

1993年実績値

1北京

2ソウJレ : 1. 0.43 

3上海 : 1. 0.45 

4香港 : 1. 0.68 

5タイペイ:1. 0.86 

Eノ〈ンコク:1. 0.99 

7大阪 : 1. 10.2 

8東京 : 1. 123 

9マエラ : 1. 190. 

10.クアラJレ:..r1. 220. 

11シンガポ""':1.247 

12 ジャカノレ~ 1. 376 

20.10.年予測値 γ=0 

北京 北京

上海 : 1. 0.43 上海 : 1. 0.41 

ソウノレ : 1. 0.49 ソウル : 1. 0.48 

香港 : 1. 0.70. 香港 : 1. 0.63 

タイペイ:1. 0.85 タイペイ:1. 0.81 

大阪 : 1. 114 ノ〈ンコク:1. 10.5 

〈ンコク:1. 117 大阪 : 1. 112 

東京 : 1. 144 東京 : 1. 142 

マェラ : 1. 20.0. マニラ :1. 190. 

17アヲルン:1. 248 抄アラルン:1. 231 

レンガポー:1. 277 レンガポー:1. 259 

ジャカ/レタ:1. 40.8 ジャカノレタ白1.388 

表・6の(a)はアジア地域内の国際航空貨客流動の (c)アジア・アメリカ地域問の国際航空貨客流動

みを考慮した、累積WLUキロという指標からの空 のみを考慮した場合の空港評価

港評価(最上位都市に対する比率)を表している。ア

ジア地域内の国際航空貨客を主にターゲットとし

て戦略を展開する航空企業にとっては累積WLUキ

ロの小さい香港・タイベイ・マニラ・上海の諸空港が

相対的に魅力的であるといえる。またγ=0と仮定

した場合には全体的に対香港比での各都市問の魅

力度の差は小さくなっている。特に東京・大阪につ

いては相対的に魅力度が大幅に上昇するといえよ

う。(b)はアジア 12都市とヨーロッパ8都市聞の国

際航空貨客流動のみを分析対象どした場合の空港

表-612都市の累積WLUキロ(対最上位都市比)

(a)アジア地域内の国際航空貨客流動のみを考慮

した場合の空港評価

1993年実績値 20.10.年予測値 γ=0 

l香港 香港 Jー 香港

2タイペイ:1. 0.48 タイペイ:1. 0.60. タイペイ:1. 0.31 

31'"エラ : 1. 169 マニラ:1. 159 上海 : 1. 123 

4上海 : 1. 171 上海 : 1. 186 マニラ:1. 140. 

5バンコク:1. 363 ノ《ンコク:1. 30.4 ノ〈ンコク:1. 299 

6ソウノレ : 1. 384 ソウIレ:1.424 ソウノレ : 1. 30.0. 

7大阪 : 1. 467 レンガポ-:1. 498 大阪 : 1. 358 

8北京 : 1. 50.3 防アラfレン:1.50.1 北京 : 1. 416 

9シンガポ→1.556 北京 : 1. 519 東京 : 1. 490. 

10.クアラyレ:..r1. 565 大阪 : 1. 529 シンガポー:1. 50.7 

11東京 : 1. 627 東京 : 1. 70.2 防アヲJレン:1. 512 

12ジャカノレ列1.915 ジャカノレタ:1. 855 ジャカノレタ:1. 837 

1993年実績値 20.10.年予測値 γ=0 

1東京 東京 東京

2大阪 : 1. 0.44 大阪 : 1. 0.29 大阪 1. 0.23 

3ソウJレ : 1. 10.2 ソウJレ:1. 0.68 ソウ1レ : 1. 0.55 

4上海 : 1. 192 上海 : 1. 128 上海 : 1. 10.3 

5北京 : 1. 199 北京 : 1. 138 北京 : 1. 115 

6タイペイ:1. 264 タイペイ:1. 186 タイペイ:1. 153 

7香港 : 1. 370. 香港 : 1. 267 香港 : 1. 221 

81"エヲ : 1. 40.6 マニラ : 1. 30.4 マニラ 1. 257 

9バンコク:1. 641 ノ〈ンヨク:1. 493 ノ〈ンコク:1. 424 

10.シンガポ叶1.780. レンガポー:1. 618 シンガポー:1. 538 

11クアラFレ:;，1. 786 クアラノレン1.622 クアラノレ:....;1. 542 

12ジャカルタ1.867 ジャカルタ:1. 70.0. ジャカ/レタ1.617 

(d)アジア・ヨーロッパ地域聞とアジア・アメリカ地

域開の国際航空貨客流動を考慮、した場合の空港

評価

1993年実績値 20.10.年予測値 γ=0 

1東京 j ー ソウル :一 ソウ/レ :-I 
2ソウノレ : 1. 0.0.7 北京 : 1. 0.0.9 北京 1. 0.0.9 

3大阪 : 1. 0.10. 大阪 : 1. 0.13 大阪 ・1.0.11 

4北京 : 1. 0.30. 東京 : 1. 0.14 東京 : 1. 0.12 

5上海 : 1. 0.49 上海 : 1. 0.25 

fタイペイ:1. 10.2 タイペイ:1. 0.73 タイペイ・1.0.64 

7香港 : 1. 141 香港 ~ 1. 10.3 香港 : 1. 0.92 I 

81"ヱラ : 1. 217 マエラ : 1. 183 7エラ 1. 1661 

9ノ〈ンコク:1. 279 ノ〈ンコク:1. 231 4ンコク:1. 215 

10.クアラル:..r1. 40.4 vァラルン:1. 354 クアラノレン:1. 330. 
11シンガポ→1.414 ヤンガポー:1. 366 シンガポペ1.341 

12ジャカ/レタ1.517 ジャカノレタ:1. 467 ジャカノレタ:1. 437 
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(e)アジア地域内、アジア・ヨーロッパ地域問、

アジア・アメリカ地域聞の全ての国際航空貨

客流動を考慮した場合の空港評価

1993年実績値 I2010年予測値 y=o
タイペイj一|香港 • ー|ソウル i一
司上海 ~ 1.0021タイペイ1.∞d北京 : 1.011 
ヰ香港 ~ 1.0111上海 ~ 1.0111大阪 i 1.012 
4ソウル i 1.037 1ソウル 1.0吋東京 : 1.014 
司大阪 : 1.0621マエラ:1.1001上海 : 1.019 

司北京 i 1.0851北京 1.10引タイペイ:1.061 
・・
司東京 : 1.1021大阪 1.11刻香港 : 1.088 

l勾マニラ : 1.1071東京 1.16副マニラ : 1.162 

司バンコク:1却 31パンコク 1.17dバンコク1.21
1qクアラノレ守1.3401クアラノレ以1.3141クアラノレジ1.328

qシンガポブ1.3441 シンガポ十1.32~ シンガポ←1.338

1有ジャカルタ1.5121ジャカルタ:1.497 l-yャカルタ:1.437 

評価である。ここではヨーロッパ側のアジア地域に

対する拠点空港をロンドンと仮定し、ヨーロッパ8

都市(ロンドン・パリ・フランクフルト・アムステル

ダム・ローマ・ミラノ・マドリード・チューリッヒ)発

着の需要はロンドン経由でアジア諸都市に輸送さ

れるとする。地理的には餐港・タイペイ・上海が相対

的に有利であるが両地域間のアジア側の Terminal

Demandが東京・シンガポール・バンコクを中心に

発生しているので、累積 WLUキロでは北京・ソウ

ル・上海・香港の順に有利となっている。 (c)はアジア

12都市とアメリカ 4都市聞の国際航空貨客流動の

みを分析対象とした場合の空港評価である。ここで

はアメリカ側のアジア地域に対する拠点空港をロ

サンゼルスと仮定し、アメリカ 4都市(ニューヨー

ク・ロサンゼ.ルス・シカゴ・サンフランシスコ)発着

の需要はロサンゼ、ルス経由でアジア諸都市に輸送

されるとする。地理的にはタイペイ・香港・上海・マ

ニラが相対的に有利であるが岡地犠聞のアジア側

のTerminalDemandが東京・ソウルを中心に発生

しているので、累積WLUキロでは東京・大阪・ソウ

ルの順に有利となっている。 (d)では(b)と(のの結果

を総合して、アジア 12都市とヨーロッパ8都市及

びアメリカ4都市の国際航空貨客流動を考慮する。

1993年度実績値ベースでは東京・ソウノレ・大阪の順

に有利であるのが 2010年度予測値ベースでみると

ソウル・北京・大阪の順へと変わっている。最後に全

ての国際航空貨客流動を考慮した場合の空港評価

を行う。ここでの分析は全世界に航空ネットワーク

を網羅することを目的とした航空企業にとっての

空港評価ということができる。つまり将来において

は各大陸にスーパーハプともいうべき空港が 1空

港ずつ、全世界で 5-6空港必要であるといわれ

[Aviation Week & Space Technology (1989)J、
その場合にアジア地域においてどの都市の空港が

選定されるかを示唆するものである。 (e)によればタ

イペイ・上海・香港・ソウルが 1993年および2010年

をとおして有利であるだろう。各都市とも現在新空

港の建設や既存空港の拡張を行っており、空港容量

という観点からも問題はないように恩われる。また

γ=0と仮定した場合には(a)-(d)に関しては都市

聞の順位の大幅な変動はなく一般的に都市間の魅

力度の差が小さくなる程度であったが、金貨客流動

を考慮したい)においては結果が大きく異なってい

る。つまり移動抵抗がなくなるとアジア地域栂互の

貨客流動量に比べてアジア・ヨーロッパ地域間およ

びアジア・アメリカ地機関の貨客流動量が大幅に増

加し、その結果ソウル・北京・大阪・東京が有利とな

っている。航空技術の進歩がハプ空港立地選定に対

して大きな影響を与える可能性があることを示し

ているといえよう。

5. おわりに

本稿の主要な目的は累積WLUキロという指標か

らアジアの主要都市の空港評価を行うことであっ

た。この累積WLUキロが小さければ小さいほど将

来のアジア地域におけるハプ空港立地選定におい

て有利であると考えるが、これはこれから先におい

て航空規制緩和が進行するとの認識のもとでの考

察であり航空企業の戦略的な緩営上からの評価で

ある。ここでの分析結果からいえることはまずアジ

ア地域内の国際航空貨客流動に対するハプ空港と

しては香港・タイペイ等の都市が適当であるという

ことである。これらの都市においては既存空港の拡

張、新空港の建設が進められており空港容量という

観点からも問題ないであろう。香港近辺にはまた中

国の南玄関として急速な発展を遂げている広州、シ

ンセンそしてマカオがありこれらの都市でも新空

港が完成・建設されている。次にアジア・ヨーロッパ
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地域開の貨客に対するアジア側のゲートウェイ空

港としては北京・ソウル等が有利であり、アジア・ア

メリカ地域間の貨客に対するアジア側のゲートウ

ェイ空港としては東京・大阪・ソウル等が適当であ

るといえる。ただし北京は社会主義国の首都でもあ

り他都市との国際航空貨客流動量は極めて少なく、

また空港当局の対応や TerminalService等の点で

他都市とは単純に比較できない。そして東京・大阪

等の日本の大都市の空港容量は一般的に逼迫して

おり自国の需要を賄うだけで限界である上に、新空

港の建設や既存空港の拡張には大きな問題を抱え

ている。その点ソウルは地理的優位性、 Terminal

Demandの大きさも相対的に評価できそして大規

模な新空港が現在建設されているので、将来のこの

地域におけるハプ空港としてその役割を果たす可

能性は十分大きいと考えられる。同様の評価がヨ}

ロッパ、アメリカ双方からのアジア側のゲートウェ

イ空港を検討した場合にもソウルそして香港・タイ

ペイに与えられるであろう。

日本が将来この地域における国際航空のハプ機

能を担えるかどうかは十分な容量の国際空港を確

保できるかにかかっている。ただし日本において新

たな国際空港を建設することは今や都市地域では

不可能であり、現在の新たな国際空港建設計画は山

聞か海上に絞られている。関西国際空港の例でわか

るようにそれには巨額の資金が必要であり、その点

でアジア地域の他都市とは問織に考えることはで

きない。日本の場合は空港建設のためにかかる費用

とその長期的な便益を+分に比較検討する必要が

あるだろう。

以上の分析においては次のような問題点も残さ

れている。まず第1に各航空企業がエアライン・ハ

ブを 1つだけ選定するという仮定に立っているこ

とである。アメリカ圏内航空市場の例でもわかるよ

うに、航空企業は Multi-hub-networkを構築しよう

とする。第2は航空需要予測をする際、各セグメン

トごとに予測せず、また運賃や所得等の他の要因を

考慮していないこと、そして規制が完全に撤廃され

ることを前提としネットワークの変化による影響

を考慮していないこと、第3はハプ空港の選定基準

として、累積WLUキロ最小化という非常に限定的

な基準を用いたことである。これ以外にも着陸料や

Terminal serviceの水準、その都市が提供する

Incentive packageや労働条件等、この選定指標以

外にも航空企業にとっての空港評価基準はある。こ

れらの点は本稿の範囲を超えており今後の検討繰

題としたい。
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AN EV ALUATION OF TWELVE CITIES IN ASIA 
FOR PROSPECTIVE HUB SITES 

回denobu MATSUMOTO 

恒也paperanalyzes which citiee in Eaet and 80utheaet A団awi1l be proep即位:vehub eitee in the future， 

takinginω∞neideration the rapid increaee of demand for air eervia and the world-wide deregulation of 
創r仕組国Pぽ匂ti.on.

PO旬n出1twelve Aeian citiee are evalua飴dinterms ofα皿由.tiveWork I..oad U凶t(WLU)kilometer， 

baeed on仕lefact出at出edeci即nofl，α::ationfor hub位teedepends on白E柑 ategieeof 町並les.明le

res.叫旬辺国国t泡伽tHong Kong， Taipei and Manila would have immenee advantagee邸 ahub in 

m伽 Aeia.of悦 twe1vecitiee evaluated， B吋ing，Shanghai叩 d伽叫wouldeerve the Aeian region 

with the fewest cumulative WLU ki1細胞r錨 agatβway旬Eぽ叩e，where鎚 Tokyo，0鍋kaand勧 lul

掴 agat怠wayωAmerica.Ae a hub伽 allair paeeenger and伺堵oflowe， Hong Kong， Taipei and 

Sha珂:haiwo叫d加highlyranked， while品oul，Be話回g，O回kaandTokyo∞叫dhavethepωeibilities初

h∞meahub帥 ifthe progreee of avia包ontechnol噌泊takeninωacrount.
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